(別紙2)事業実績内訳明細書

	政策目的
	補助根拠
	交付先名
	施設等区分
	施設等所在地
	交付率
	施行方法
	契約の相手方の氏名・住所
	契　約
着　工
竣　工
年月日
	事業費
	負担区分
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	町補助金
	その他
(資金の種類）
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(注)1．本明細書は、実績報告の内容・添付資料を基に記入し、政策目的ごとに計を設けること。
　　2．地域提案メニューは、政策目的の欄に「地域提案」と記入すること。
　　3．補助根拠の欄は、法律補助の場合「法律」と記入すること。
4．施設等区分の欄は、強い農業・担い手づくり総合支援交付金実施要綱別表1のⅠの施設・機械等名を記入すること。
5．施行方法については、請負、購入、直営、委託、代行のいずれかを記載すること。
6．負担区分のうち「その他」について、公庫資金又は近代化資金を借り入れている場合は、金額の下段に資金の種類を（）で記載すること。
7．備考の欄は、仕入れに係る消費税相当額について、これを減額した場合には「除税額○○○円、うち町補助金○○○円」を、同税額がない場合には「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記入するとともに、同税額を減額した場合には計及び合計の欄の備考の欄に合計額(「除税額○○○円　うち町補助金○○○円」)を記入すること。
[bookmark: _GoBack]8．本明細書と同様の内容が確認できる資料があれば、それを本明細書に代えることができる。
